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岩手県立宮古商工高等学校及び岩手県立宮古水産高等学校校舎等新築工事設計業務 

公募型プロポーザル 

質 問 回 答 書 

【２月 14日受付分】 

番号 質問事項 回  答 

１ 公募型プロポーザル説明書２(1)ア(ｶ) 

平成 23年４月１日以降に設計業務が完了した

設計業務と考えてよろしいでしょうか。 

よろしいです。 

２ 公募型プロポーザル説明書２(1)ア(ｶ) 

基本設計のみ又は実施設計のみの設計業務実

績も可と考えてよろしいでしょうか。 

よろしいです。 

３ 参加表明書作成要領１(3)イ(ｱ)ｂ 

契約書の写し（・・・、業務実績が確認でき

る部分）とありますが、具体的な表記等をお

知らせください。 

契約書に業務実績（面積規模等）が確認でき

る記載がある場合は、その部分の写しを提出

してください。 

また、上述の記載がない場合には、当該契約

に関連する書類、図書等において、証明でき

る記載があれば、これをもって代えることが

できるものとします。 

４ 参加表明書作成要領１(3)イ(ｱ)ｂ 

契約書の写し（・・・、業務実績が確認でき

る部分）とありますが、設計完了後、引き続

き工事監理を受注した場合、工事監理業務の

契約書の写しでもよろしいでしょうか。 

設計業務の契約書（写し）の内容を補完する

資料として、両契約の関係性が明確であり、

これにより設計業務の業務実績が証明できる

場合には、認めることとします。 

５ 計画概要書４ 

施設概要(3)施設規模 約 23,650㎡ 

    (6)予定工事費（概算）約 45億 

とあります。 

㎡単価換算では＠190,275円／㎡となります。

同種施設の工事費と比較した場合、安価な設

定となっておりますが、算出根拠をご教示い

ただけないでしょうか。 

この金額は、岩手県の予算単価や過去の実績

等を考慮した上で、計画上の見込み額として

算出したものです。したがって、実際に必要

となる工事費は、今後、設計において詳細に

検討し、確定していくことになります。 

なお、この金額には、現段階で不確定なリス

ク要因（法律・基準等の改正、物価変動、特

殊基礎等）は、考慮されていません。 

６ 参加表明提出書 

[様式１]については、貴県入札参加申請での

委任先を記載し、[様式２]については、会社

全体での概要を記載することでよろしいでし

ょうか。 

よろしいです。（契約締結等の権限を委任して

いる場合に限ります。） 
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【２月 14日受付分】※回答内容の追加 

番号 質問事項 回  答 

５ 上記５のとおり 先の回答を踏まえ、技術提案書等作成要領１

に記載の「いずれも予定工事費の範囲内での

実現可能性を考慮した提案とすること」の解

釈に差異が生じる可能性があることから、以

下に補足します。 

-- 

先述のとおり、提示した予定工事費の額は、

現時点で確定しているものではなく、この数

字自体が、提案を拘束するものではありませ

ん。しかしながら、建設コストの抑制は、発

注者としての重要な課題であるため、この意

図を十分に考慮した提案としてください。 

 

 

【２月 18日受付分】 

番号 質問事項 回  答 

７ 部室棟に必要な部屋数（部室棟を使用する部

活の数）をご教示ください。 

27室程度を想定しています。 

８ 管理教室棟・産振棟の中で、通常の教室より

も大きな天井高さを必要とする教室があれば

ご教示ください。 

特に大きい天井高さが必要な室として、以下

を想定しています。その他、工業系などの実

習室においても一定の高さが必要となる場合

が想定されますが、設計において詳細に検討

するものとします。 

・管理教室棟：大講義室（共用校舎） 

・産振棟  ：漁具船具庫（水産実習棟） 

９ 商工高等学校、水産高等学校それぞれの職員

数をご教示ください。 

令和４年２月現在の職員数は、以下のとおり

です。              （人） 

 宮古商工高校 宮古水産高校 

校  長 1    1    

副 校 長 2    2    

指導教諭 2    1    

教  諭 43    22    

講  師 10    5    

養護教諭 2    1    

実習教諭 6    6    

事務職員 5    4    

実習助手 3    1    

技術職員等 4    1    

計（本務） 78    44    
 

非常勤職員 7    7    

船舶職員   -    29    
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10 計画地の地盤の状況が分かる資料があればご

提示いただけますでしょうか。（既存施設の柱

状図等） 

計画概要書８(4)に記載のとおり、計画場所の

地質調査については、来年度前半に実施する

予定です。この調査結果の資料を本業務の受

注者に対し提供します。 

11 様式２（第一面）参加資格確認調書/基本要件

に記載する「建築士事務所登録」欄は支社で

登録している内容を記入する場合でも、「建築

士在籍人数」欄は、全社の有資格者人数を記

入するとしてよろしいでしょうか。（契約締結

権限等は支社に委任されています。） 

よろしいです。 

12 様式２、３/業務実績の PUBDIS登録欄に記入

する登録番号とは、「業務コード番号」「会社

コード番号」のどちらでしょうか。 

業務コード番号を記入してください。 

13 様式３（第３面）実績評価調書（主任担当技

術者）/○経験年数の自己評価欄について、「総

合／1.0点」の記載がありますが、『評価要領』

P1/第一次審査の表中では評価ウェイト欄に

は「総合 0.5」の記載があります。様式３（第

３面）経験年数は評価要領に基づき「総合／

0.5点」と考えてよろしいでしょうか。 

よろしいです。 

なお、様式３（第３面）の記載に誤りがあり

ましたので、修正します。 

 

※2/18差替え済み。内容は別添「正誤表」参照 

※修正前の様式による提出も有効とします。 

14 様式２、３/業務実績で学校の対象となる延べ

面積について、特別支援学校に寄宿舎が併設

され、渡り廊下に接続されている場合はそれ

らの延べ面積も合計してよろしいでしょう

か。 

よろしいです。 

（特別支援学校の寄宿舎は、学校教育法第１

条に規定する学校（特別支援学校）に含まれ

ると解されるため） 

15 様式２、３/業務実績で学校の対象となる延べ

面積について、特別支援学校の同一敷地内で、

他用途と一体的に設計を行っていれば、学校

の体育館が他用途と一体的に建築されていて

も、体育館の部分は設計実績の評価対象面積

として認めていただけるでしょうか。 

個別の判断が必要と考えられます。当該体育

館を評価対象に加えて申請する場合は、根拠

資料も合わせて提出してください。 

16 計画概要書の P4、５計画条件(3)において、計

画敷地内の工事期間中の授業等に利用するグ

ラウンドの確保は不要と考えてよろしいでし

ょうか。 

本整備期間中もグラウンドを確保できること

が望ましいですが、計画上の制約が過大にな

ることを考慮し、提案の条件とはしていませ

ん。 

17 ボーリングデータ等の開示が可能であれば、

ご教授お願いします。 

10の回答を参照してください。 

18 付属棟として、弓道場の計画は必要でしょう

か。 

今回の計画対象施設には含まれません。 
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19 計画概要書 P5/その他(5)に既存施設解体及

び、グラウンド整備に関わる設計については、

別途実施予定とする。及び、７整備スケジュ

ール（予定）に本業務対象は上記のうち、基

本設計と実施設計に係る部分とあり、計画通

知等業務（構造適判、省エネ適判業務等）を

含まないとも読み取れますが、提出する価格

提案書の算出条件として、前述を踏まえた見

積と考えてよろしいでしょうか。 

よろしいです。 

なお、「計画通知等に関する手続業務」に関す

る条件等については、以下の内容も確認くだ

さい。 

・公募型プロポーザル説明書 ７(2)、11(10) 

・技術提案書等評価要領 ３(2)注釈 

・建築設計業務特記仕様書 Ⅱ１(2) 

（イメージ） 

20 「参加表明書作成要領」の「１(2)イ(ｶ)」で、

「資格取得後の年数、又はＣＰＤ取得単位数

のいずれかを記載」とございますが、記載の

とおり資格取得後の年数が条件を満たす場合

はＣＰＤ取得単位数は記載不要で証する資料

も不要と考えてよろしいでしょうか。 

よろしいです。 

21 「参加表明書作成要領」の「１(3)ウ(ｳ)ｂ」

で、「当該業務に携わった技術者であることを

証する資料」とございますが、社判付きの従

事証明書は証明書として有効と考えてよろし

いでしょうか。 

他に証明する手段がない場合に限り、認める

ものとします。 

 

本業務範囲（基本・実施設計）

※計画通知等図書作成含む

計画通知等

手続

計画通知等

手数料

価格提案対象

予算額（479,545千円）


